
みよし市子育て支援アプリ導入業務委託仕様書
１　概要

（１）業務名
みよし市子育て支援アプリ導入業務委託
（２）目的
みよし市の子ども・子育てに特化したスマートフォンアプリを構築し、子育て中の保護者が簡単で手軽に情報を取得できる環境を整備するため、みよし市子育て支援アプリ導入業務委託を実施する。
（３）業務期間
契約締結日から平成３０年３月３１日まで
（４）子育て支援アプリの対象
（ア）利用者：みよし市内に住む妊娠期から概ね小学校就学前までの子どもをもつ家庭
（イ）CMS 操作者（情報更新者）：みよし市職員または関係者

２　基本方針

（１）子ども・子育て支援に関する総合的なスマートフォンアプリの構築
本市の子ども・子育て支援に関する総合的なスマートフォンアプリを構築するものであり、特定の業務や施設に特化したものではない。また、定型的な情報ではなく、行政情報から地域の子育てイベント情報、子育てに関するQ&A、予防接種スケジュールなどの情報を利用者が入力した属性情報を元に表示する情報を選択して提供するとともに、CMSを用いて本市職員が幅広い情報発信ができることとする。

（２）利用対象を意識したデザインの追求
利用対象が子育て家庭であることに着目し、明るく、親しみやすい、愛着のあるイラスト・画像・アイコン等を取り入れ、アクセシビリティにも配慮したデザインとする。
（３）新しいデバイスへの対応とその特性を生かした機能の採用
スマートフォンアプリは、その特性を活かした機能、操作性等を採用した構築を行う。
（４）コンテンツ作成者等の負担低減
公開後、コンテンツ作成・プッシュ通知情報作成等のCMS操作者等にとって、可能な限り負担がかからない構築を目指す。

（５）適切な運用・保守
スマートフォンアプリは iOSとAndroid に対応するとともに、ユーザビリティに十分配慮する。また、なりすましやデータの改ざんなどの情報セキュリティリスクや、ハード・ソフトウェアの障害などのリスクに対応できる、安心・安全なシステムを構築する。

３　業務の範囲

（１）子育て支援アプリの構築
スマートフォンアプリは、AppStore、GooglePlay に登録するタイプのアプリケーションを導入するものとし、運用に必要となるハードウェア・ソフトウェアの設計・開発・設定・テスト・公開時コンテンツの登録作業等、アプリ導入に係る作業一切を含む。提供するソフトウェアは、他自治体でも導入実績のあるものとする。

（２）子育て支援アプリの公開、本業務期間中の運用・保守
Webサーバ、CMSサーバ、DBサーバ等、インターネットに公開するサーバはデータセンターに置くものとし、これに必要となる運用環境の構築、公開後、本業務期間中の維持管理等、一切を含む。

４　スマートフォンアプリの要件

（１）規模・性能要件
CMS 操作者の想定アカウント数
：約５
［参考］現行の「子育て関連ページ」への月間平均アクセス数：約３，０００アクセス
※ 上記数値は構築の目安であり、子育て支援アプリの情報の範囲を拡大することにより、増加が見込まれることを考慮するとともに、運用後ページ数・閲覧数が上昇した場合でも別途費用を必要としない構成とすること。
（２）スマートフォンアプリの対応 OS

以下の OS を搭載するスマートフォンでの動作を保証するとともに、OSの最新バージョンに対する対応方針を企画提案書に明示するものとする。



iOS8 から公開時最新バージョンを搭載した端末

Android4.3 以降から公開時最新バージョンを搭載した端末

※但し、公開時期の公式的にサポートされているバージョンを対象とする。
（３）サービス提供方式
データセンター及びクライアントアプリでアプリケーション・サービスを提供することとし、本市のセキュリティ要件を満たす最適な方法でシステムを管理するものとする。
（４）機器構成・機器の性能等
機器構成、ネットワーク構成、機器の性能は、受託者の仕様とするが、正常稼働に支障のない構成・性能等とし、機器構成図、ネットワーク図、性能表等を本市の求めに応じて提出するものとする。
（５）公開時コンテンツの作成
受託者は、公開時のスマートフォンアプリのコンテンツをあらかじめアプリケーション・サービスに登録するものとする。登録する情報は、市公式ウェブサイト等、本市が運営するウェブサイトから取得する、もしくは本市が指定する方法で直接提供する。詳細仕様は、受託者の決定後に打合せを通じて決定し、現在の想定数を上回った場合でも対応するものとする。

また、利用者へのプッシュ通知を用いた予防接種・健康診断の受診時期の推奨時期を知らせる文面を登録すること。
子育て支援情報：想定ページ数１０ページ　　※提案による増加は含まない。
イベント情報：想定ページ数１０ページ
地図情報：想定数５０箇所
※ 公共地図情報は、市公式ウェブサイト等から委託者が取得する、もしくは本市が指定する方法で直接提供する。施設情報の内容や表示できる情報は、本提案内容に含めるものとする。
（６）利用状況の把握
利用状況の把握について、把握できる内容と CMS等のシステム上で確認可能な範囲、保守作業による対応などを企画提案書に記載するものとする。

（７）機能要件
（ア）基本的な機能要件
要件一覧の通りとする。要件一覧の「対応状況選択欄」で、
可能◎､代替案○､一部可・制限有△、不可×を選択し、代替案により実現可能な場合、及び一部可、制限事項がある場合は、「代替案、一部可・制限事項記入欄」に具体的な内容を記載するものとする。「対応状況選択欄」の可能は、パッケージ標準であるか否かは問わない。
要件一覧で、可能、代替案により可能、一部可・制限有とした場合の対応も本業務の費用に含むものとする。

なお、受託者の CMS パッケージ、スマートフォンアプリ等に標準で搭載されている機能は、要件一覧に記載がない場合には、提案事項とし、その使用については受託者の決定後に打合せを通じて確定させるものとする。
また、本市規模の地方自治体がCMSを運用する上で必要と考える機能は、要件一覧に記載がない場合、提案事項とし、本業務の費用に含めるものとする。

（イ）提案事項
提案した内容は、「（ウ）機能要件・提案事項等の考え方」により変更する場合を除き、本費用内で実現するものとする。また、下記の機能を重視する。
①プッシュ通知機能

利用者属性に合わせ、システムで自動配信、もしくはＣＭＳ操作者が任意のタイミングで通知できる機能を構築する。
②イベントカレンダー機能

利用者にとってイベント・講座等の情報検索性の向上と、CMS操作者にとって簡単・便利に記事作成できる機能を構築する。

③行政情報以外の子育て支援情報コンテンツ

行政情報以外で、子育て家庭へ発信すると効果的であると考える子育て支援を導入する。
④スマートフォンアプリの機種変更への対応

スマートフォン利用者はおおむね2年～3年で機種を変更するため、機種変更に伴うデータの引き継ぎに対応した仕組みを構築する。

⑤予防接種スケジュール

利用者登録での登録情報に応じ、予防接種・健診の受診推進時期を自動でスケジューリングし、プッシュ通知や情報配信により知らせることができること。
（ウ）機能要件・提案事項等の考え方
契約時には、本市は、受託者との協議の結果、要求内容を変更した方が有益であると判断した場合は、仕様等を変更することができるものとする。
（８）セキュリティ要件、データセンター要件
要件一覧のとおりとする。要件一覧の「対応状況選択欄」で、可能◎、代替案○、一部可・制限有△、不可×を選択し、代替案により実現可能な場合、及び一部可、制限事項がある場合は、「代替案、一部可・制限事項記入欄」に具体的な内容を記載するものとする。
要件一覧で、可能、代替案により可能、一部可・制限有とした場合の対応も本業務の費用に含むものとする。
（９）テスト要件
受託者は、スマートフォンアプリの本番導入までにテストを行い、本市の承認を得るものとする。
受託者は、テスト計画及び実施要領を策定し、これに基づいてテストを実施し、テスト結果が記された報告書を作成し、提出するものとする。なお、テスト計画及び実施要領、テスト結果が記された報告書は、専門的、技術的な内容が記載されたものを求めているのではなく、テスト項目、項目ごとのテスト内容、テスト結果が簡潔に記載されていれば足りる。詳細は協議による。
（１０）スマートフォンアプリの登録
受託者は、AppStore 及び GooglePlay への申請・登録を行う。なお、公開者の名義は受託者名（再委託先も含む）とする。

（１１）研修
受託者は、本市が用意する施設にて、CMS 操作者（本市職員）を対象に、本システムの運用及び操作についての研修を実施するものとする。クライアント PC 及びネットワーク環境、電源等は、本市で用意する。

受託者は、研修で利用するマニュアルを作成するものとする。
研修受講者の想定人数は、１０人である。
５　運用・保守

（１）運用・保守に関する基本的な考え方
（ア）業務期間中の運用・保守
構築完了後、本業務期間中の運用・保守は、本費用に含めるものとする（運用・保守の範囲は「（２）運用・保守の範囲」に示すとおり）。
（イ）業務期間終了後の運用・保守
本業務期間終了後５年間は、各年度、受託者と別途、保守委託契約を締結することにより、システムの運用を継続する計画であるため、少なくとも５年間は運用・保守が継続できることを条件とする。
次年度以降の保守委託契約において、運用・保守について業務の一部を再委託する場合は、受託者と再委託先との事情により本システムの運用・保守が継続できなくなることのないよう、受託者が全責任を負うものとする。
なお、次年度以降の運用・保守の範囲は、「（２）運用・保守の範囲」に示すとおりとする。
（ウ）運用・保守の効率化
スマートフォンアプリの開発・運用にあたっては、管理を一元化するなど、可能な限り本市にとって運用及び保守コストを抑えられるシステムを提案するものとする。
また、コンテンツの管理等のメンテナンスを可能な限り本市の運用及び保守コストを抑えられる方法で構築し提供するものとする（本市で行える範囲、受託者の作業を必要とする範囲、新たに費用が発生する場合は、その業務の範囲等を事前に明確に示すこと）。
（エ）運用支援
スマートフォンアプリの運用状況を、レポート形式で月次報告することとするが、ＣＭＳで閲覧できる場合はこの限りではない。また、本市の求めに応じて会議を設け、掲載コンテンツや運用形態、新機能の構築等、スマートフォンアプリの公開を通じたサービスの向上の検討をする。
（オ）運用終了後の対応
受託者は、構築後 5 年が経過した次回更新時のために、次期システムへのデータ移行に必要となるデータ抽出の手法を示すものとし、抽出に対する考え方を示すものとする。

（２）運用・保守の範囲
（ア）システム等の運用・管理
システムの運用時間は、原則24時間365日とする。また、平常時の保守対応時間は、原則平日午前 9 時から午後5 時30分までとする（データセンターにおける監視・障害対応等を除く）。

受託者は、サーバ・システムの維持・管理を行うとともに、サーバ機器・部品等の故障・老朽化等による更新を行うものとする。
（イ）スマートフォンアプリの登録状態の維持
受託者は、AppStore、GooglePlay での登録状態を、業務期間を通じて維持するものとする。

（ウ）バックアップ
システム、CMS のデータ、アプリの登録データ等のバックアップは、利用者への影響が最小限となるよう影響を考慮した上で、サイクル、時間帯、対象等、最適なバックアップ計画を提示し、本市の承認を得るものとする。

（エ）スマートフォンアプリ・システム等のアップデート
①OSのアップデート対応

受託者は、OS（iOS、Android）のバージョンアップに伴う対応、動作検証及びスマートフォンアプリのアップデート登録作業を OSのバージョンアップデータの配信後遅滞なく行うものとする。

動作検証の結果、使用に支障が認められる場合は、OS等のバージョンアップに伴う対応を実施するまでの間、支障の内容、対応の見込み等について、お知らせ機能等を利用して利用者に周知するための文案を示すものとする。

②脆弱性対応
受託者は、技術的脆弱性対策を行うものとする。パッチの適用、設定の修正等によりOS・サービス・システムを再起動する場合、やむをえず計画的にシステムを停止する場合等、利用者に影響が出る場合は、事前に本市の承認を得るとともに、利用者に周知する文案を示すものとする。

③軽微な改善への対応
受託者は、スマートフォンアプリのアップデート（軽微な機能追加、デザインの変更、文言の修正、新しいリンクの追加など）に対応するものとする（対応範囲等の詳細は協議による）。
（オ）セキュリティ診断への協力・対応
本市が実施又は参加するサーバ、ネットワーク、ウェブアプリケーション等に対するセキュリティ診断に協力・対応するものとする。
（カ）運用・保守業務の報告
受託者は、保守作業によるシステム停止予定、障害発生の場合の内容および対応状況等を報告するものとする。

６　構築体制等

（１）業務の再委託
本業務の一部を再委託する場合は、再委託先及び再委託の対象となる業務の範囲を明示して、書面にて事前に本市の承認を得るものとする。
受託者は、再委託先の行為について全責任を負うとともに、再委託の履行が確実に行われるよう、必要な措置を講じるものとする。
（２）構築体制
（ア）業務実施計画の策定
受託者は契約締結後、本業務における作業項目・作業内容・役割分担、工程表、業務実施体制、連絡網などを定めた業務実施計画を策定し、書面で提出した上で、本市の承認を得るものとする。
また、工程、要員等、業務実施計画に変更があった場合は、変更届を提出するものとする。
（イ）開発・構築時の機器
開発・テスト等で必要となるハードウェア・ソフトウェア等の開発環境・テスト環境は、ライセンスの取得費用、手続きを含め、すべて受託者の負担によるものとする。
（ウ）業務責任者の配置
本市との窓口となる業務責任者を1名選任し、契約後速やかに業務責任者届を提出するとともに、業務実施体制等の計画書に記載するものとする。また、業務責任者不在の場合であっても、連絡が円滑に行わるよう業務責任者を補佐する者を 1 名指名するものとする。

（エ）要員の管理
要員の管理は、再委託先の要員も含めて、受託者が責任を負うものとし、構築スケジュールを確実に遵守でき、導入するシステムの品質が守られるよう、十分な体制を整え、各担当者の役割を明確にするものとする。
また、要員は、本業務期間を通じて本業務に従事できる者をあてることを原則とするが、やむを得ず要員を変更する場合は、本市に届け出るものとする。
（オ）会議の開催
業務の進捗状況報告、課題の解決、協議事項の調整等を行うため、本市庁舎内で月１回程度の会議を開催し、開催後、遅滞なく会議記録を作成し、受託者、本市双方の確認を経て、提出するものとする。ただし、開催頻度は開発・構築・公開等の各フェーズにより、本市の承認を得て、変更することができる。
７ 提出物・検収等

（１）契約時提出図書
本システムの受託者は、契約後、速やかに下記に示す図書（紙面１部及び電子データ）を提出し、本市の承認を得るものとする。
業務実施計画書（作業項目・作業内容・役割分担等の記載のあるもの、工程表、業務実施体制、連絡網等を含む）
構築に係る業務責任者届
構築に係る緊急時連絡体制図、連絡網
その他必要な書類
（２）成果物
（ア）システム
システム
（イ）随時提出図書
現時点では、下記に示す図書を想定している。詳細は受託者との協議による。本システムの受託者は、随時、書類（紙面１部及び電子データ）を提出し、本市の承認を得るものとする。
会議記録
テスト計画、テスト実施要領、テスト結果が記された報告書
（ウ）構築完了時提出図書
現時点では、下記に示す図書を想定している。詳細は受託者との協議による。本システムの受託者は、構築完了後、速やかに書類（紙面１部及び電子データ）を提出し、本市の承認を得るものとする。
構築・導入業務完了届
システム操作マニュアル（CMS 操作者用）
運用・保守実施体制図（構築と同様の場合は提出不要）
運用・保守に係る緊急時連絡体制図、連絡網（構築と同様の場合は提出不要）
その他必要な図書
（３）検収
提出物等の成果物は、本市の検査を受けるものとする。不備が認められた場合は、速やかに不備を解消し、再提出するものとする。
８ 遵守事項

（１）目的外利用の禁止
受託者は、本市のデータ・本システムを契約の範囲を超えて利用してはならず、アクセス権限のない情報等にアクセスしてはならない。
また、成果物等を本市の承諾なく利用してはならない。本業務期間終了後も同様とする。
（２）貸与品等の取り扱い
本市が保有するデータ及び資料等（一般に配布することを目的として作成した冊子・ファイル等を除く。以下「貸与品」という。）は、業務の必要性に応じて受託者に貸与する。
受託者は、貸与品を契約の範囲を超えて利用してはならない。
受託者は、貸与品を許可なく複写又は複製してはならない。また、貸与品を許可なく庁舎外に持ち出してはならない。
貸与品で使用済みの情報等は、速やかに本市に返却するか、本市の指示に従い消去しなければならない。
受託者は、貸与品について善良な管理者としての注意義務をもって適正に保管及び管理するとともに、データの保護について万全の措置を講じるものとする。紛失又は破損した場合は、復元等にかかる費用は受託者の負担とする。
受託者は、本市の承諾なしに本市の所有する物品等を使用又は移動してはならない。
（３）秘密の保持等
受託者は、業務の内容、データの内容等、本業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。契約期間終了後又は契約を解除した後も同様とする。
（４）法令等の遵守
受託者は、本業務で使用する施設・設備は、関係法令の規定を遵守したもので
なければならない。
受託者は、みよし市個人情報保護条例を含む個人情報保護関係法令を遵守しなければならない。
受託者は、労働基準法、労働安全衛生法、雇用保険法、労働者災害補償保険法、職業安定法、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等、労働関係法令、その他の法令を遵守しなければならない。
（５）個人情報の保護
受託者は、本業務で個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるものをいう。）を扱う場合は、個人情報の管理に最善の注意を払うものとする。
受託者は、個人情報を改竄、破損、滅失及び漏洩その他の事故から保護するため、必要な措置を講じるものとする。
受託者は、本市から提供された個人情報がある場合は、その目的が達成された後、速やかに本市に返却するものとする。
個人情報の取り扱いについては、契約約款に個人情報取扱特記事項を定める。
（６）業務に支障のある場合の措置
受託者は、業務の遂行に支障が生ずると本市が認めた場合は、本市の指示に従い、業務完遂のため万全の措置を講じるものとする。
９　その他

（１）権利の帰属
本業務の履行により設計・構築した成果物の著作権は、本市に帰属するものとする。ただし、本業務開始前に受託者が所有する著作権及び第三者により提供されるコンテンツ、プログラム等にかかる著作権についてはこの限りでない
本業務の成果物に第三者が権利を有する著作物が含まれる場合、該当著作物の使用に関する費用の支払いを含む一切の手続きを受託者が行うものとする。
（２）瑕疵担保責任
検査に合格した時から１年以内に成果物に瑕疵が発見された場合は、受託者の費用により補修等の措置を講じなければならない。この場合において、受託者は速やかに検証を実施し、その結果、設計・諸作業に起因する瑕疵が判明した場合には、受託者の責任において改善するものとする。ただし、本市が行った作業等に起因する場合はこの限りでない。
（３）損害賠償と契約解除
本業務の実施にあたり、本市又は第三者に損害を与えたときは、本市の責めに帰すべき事由がある場合を除き、受託者が損害を賠償する責任を負う。
また、本市は，受託者の責めに帰すべき事由により、本市の信用を著しく失墜させた場合又は契約の目的を達成することができないと認められる場合は，契約期間中であっても、本契約を解除することができる。
（４）業務の引継義務
契約期間終了後、受託者は業務の引継ぎを完全に行わなければならない。この場合において、引継ぎに要する費用は、受託者の負担とし、引継ぎの内容は事前に本市の承認を得るものとする。また、完了時には、速やかに本市に報告するものとする。
ただし、契約終了後に引き続き受託者と保守委託契約を締結する場合はこの限りでない。
（５）環境配慮への努力義務
本システムは、可能な限り低消費電力及び省スペース化を図るものとする。また、構成する機器、材料等の選定はできるだけ環境に配慮したものとする。
（６）協議
既存施設又は既存システムとの連携が必要な場合は、本市と協議を行った上で、既存施設又は既存システムに支障をきたさないよう、作業を行うものとする。
本仕様書に記載する内容について、変更する必要が生じた場合は、本市にとって有益であると認められる場合に限り、本市と受託者が十分な協議を行い、契約時に書面にて確定させるものとする。
本仕様書に明示されていない事項又は疑義がある事項は、本市と受託者が協議の上、決定するものとし、いずれかの一方的解釈によってはならない。
